
        

◆
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
困
難
な

方
は
保
険
料
免
除
制
度
を
ご
活
用

く
だ
さ
い 

国
民
年
金
の
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が

困
難
な
方

本
人
や

の
前
年
の
所
得
が
一
定
基
準
以
下
又
は
失

業
な
ど
に
よ
り
納
付
す
る
こ
と
が
難
し
い

場
合

申
請
に
よ
り
保
険
料
の
全
額
又

は
一
部
が
免
除
さ
れ
る
制
度

 

 

 

保
険
料
免
除
期
間
中

病
気
や
事
故

で
障
が
い
が
残

障
害
年
金

生
計
を
維
持
し
て
い
る
方
が
亡

と
き
の
遺
族
年
金
の
受
け
取
り
を
確
保
で

 

老
齢
年
金
を
受
け
取
る
際

全
額
納
付
し
た
場
合
の
年
金
額
の
一
部
を

次
の
免
除
区
分
に
応
じ
て
受
け
取
る
こ
と

 

                              

●
申
請
に
つ
い
て 

を
役
場
住
民
課
窓
口
若
し
く
は

旭
川
年
金
事
務
所
へ
提
出

 

申
請
で
き
る
期
間

申
請
時
点
か
ら

２
年
１
か
月
前

申

請
が
遅
れ
る
と
万
が
一
の
際
に
障
害
年
金

な
ど
を
受
け
取
れ
な
い
場
合
や

の
免
除
審
査
の

さ
れ
た
方
の
所
得
を
ゼ
ロ
と
し
て
審

が
受
け
ら
れ
な
い
場
合

 
 

申
請
書
は

す
み
や
か
に
提
出
し
て
く

 

 ●
申
請
に
必
要
な
も
の 

①
年
金
手
帳

日
本
年
金
機
構
が
送

付
し
た
基
礎
年
金
番
号
が
わ
か
る
書
類 

②
雇
用
保
険
被
保
険
者
離
職
票
の
写
し
又

は
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
や
雇
用
保

険
受
給
資
格
通
知
の
写

失
業

し
て
い
る
こ
と
を
確
認
で
き
る
公
的
機

関
の
証
明
の
写
し 

※
申
請

原
則
と
し
て

年

で
す
の
で

ご
注

意

 

    

◆
年
金
事
務
所
へ
の
年
金
相
談
や
手

続
の
際

事
前
予
約
を 

日
本
年
金
機
構
の
全
国
の
年
金
事
務
所

年
金
相
談
や
各
種
手
続

事
前
予
約
が
可
能

待
ち
時
間
の
少

な
い
予
約
相
談
を
ぜ
ひ
ご
利
用

 

①
予
約

相
談
希
望
日
の
１
か
月
前
か

ら
前
日
ま
で
受
付

 

②
予
約
の
際

基
礎
年
金
番
号
が
分
か

基
礎
年
金
番
号
通
知
書
や
年

用
意

全
国
共
通
の

５
７
０―

05―

は
旭
川

年
金
事
務
所
に
お
申
込

 

◇
お
問
い
合
わ
せ
先 

住
民
課
戸
籍
年
金
医
療

 

☏
26―

９
０
２
６ 

日
本
年
金
機
構
旭
川
年
金
事
務
所 

☏
０
１
６
６―

25―

５
６
０
６ 

  

免除区分 
納付額 

（令和７年度） 

年金額への 

反映割合 

所得の基準（前年所得、１～６月申請は前々年所得） 

※本人、配偶者、世帯主のそれぞれが基準を満たすことが必要です。 

全額免除 なし 
全額納付した場

合の２分の１ 
35万円×(扶養親族等の数＋１)＋32万円 

４分の３免除 4,380円 
全額納付した場

合の８分の５ 
88万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等 

半額免除 8,760円 
全額納付のした

場合の８分の６ 
128万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等 

４分の１免除 13,130円 
全額納付した場

合の８分の７ 
168万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等 

※失業等による場合は、所得に関わらず免除を受けられる特例があります。 


